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令和２年

第１回市議会定例会 議案第２３号

令和元(2019)年度函館市公共下水道事業会計補正予算（第２号）

第１条 令和元(2019)年度函館市公共下水道事業会計補正予算（第２号）は，次

に定めるところによる。

第２条 令和元(2019)年度函館市公共下水道事業会計予算(以下「予算」という。）

第２条中「5,381メートル」を「4,833メートル」に改める。

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）（ 計 ）

収 入

第１款 下水道事業収益 7,854,634千円 △ 285千円 7,854,349千円

第１項 営 業 収 益 5,677,006千円 △ 285千円 5,676,721千円

支 出

第１款 下水道事業費用 6,871,169千円 9,357千円 6,880,526千円

第１項 営 業 費 用 5,980,216千円 △ 1,835千円 5,978,381千円

第２項 営 業 外 費 用 882,953千円 11,192千円 894,145千円

第４条 予算第４条本文括弧書中「2,464,118千円」を「2,462,887千円」に，

「157,223千円」を「146,029千円」に，「1,467,723千円」を「1,466,020千円」

に,「839,172千円」を「850,838千円」に改め，資本的収入及び支出の予定額

を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）（ 計 ）

収 入

第１款 資 本 的 収 入 4,090,507千円 △ 3,834千円 4,086,673千円

第１項 企 業 債 3,123,000千円 △132,100千円 2,990,900千円

第２項 国 庫 補 助 金 289,200千円 119,800千円 409,000千円

第４項 他会計負担金 627,650千円 △ 2,063千円 625,587千円

第５項 工 事 補 償 金 34,296千円 10,529千円 44,825千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 6,554,625千円 △ 5,065千円 6,549,560千円

第１項 建 設 改 良 費 2,340,252千円 △ 5,065千円 2,335,187千円
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第５条 予算第５条中「3,123,000千円」を「2,990,900千円」に改める。

第６条 予算第８条中「480,390千円」を「478,555千円」に改める。

第７条 予算第９条を次のとおり改める。

第９条 繰越利益剰余金のうち850,838千円は，次のとおり処分するものと定

める。

(1) 資 本 金 850,838千円

令和２年２月２６日提出

函館市長 工 藤 壽 樹
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令和元年度函館市公共下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

1 下水道事業収益 7,854,634 △ 285 7,854,349

1 営 業 収 益 5,677,006 △ 285 5,676,721

2 他会計負担金 1,094,623 △ 285 1,094,338 一般会計負担金「1,094,623千円」を「1,094,338千円」に改める。

支 出

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

1 下水道事業費用 6,871,169 9,357 6,880,526

1 営 業 費 用 5,980,216 △ 1,835 5,978,381

7 総 係 費 267,231 △ 1,835 265,396 退職給付費を補正

2営 業 外 費 用 882,953 11,192 894,145

消 費 税 及 び
2 63,339 11,195 74,534 納付税額を補正
地 方 消 費 税

3雑 支 出 3,361 △ 3 3,358 その他雑支出を補正
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

1 資 本 的 収 入 4,090,507 △ 3,834 4,086,673

1 企 業 債 3,123,000 △ 132,100 2,990,900

1 企 業 債 3,123,000 △ 132,100 2,990,900 管渠事業費企業債「946,200千円」を「888,200千円」に,ポンプ場
事業費企業債「265,800千円」を「283,200千円」に,処理場事業費
企業債「645,600千円」を「554,100千円」に改める。

2国 庫 補 助 金 289,200 119,800 409,000

1 国 庫 補 助 金 289,200 119,800 409,000 管渠事業費交付金「82,600千円」を「111,842千円」に,ポンプ場事
業費交付金「93,300千円」を「104,335千円」に,処理場事業費交付
金「113,300千円」を「192,823千円」に改める。

4他会計負担金 627,650 △ 2,063 625,587

1 他会計負担金 627,650 △ 2,063 625,587 一般会計負担金「627,650千円」を「625,587千円」に改める。

5工 事 補 償 金 34,296 10,529 44,825

1 工 事 補 償 金 34,296 10,529 44,825 工事補償金「34,296千円」を「44,825千円」に改める。

支 出

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

1 資 本 的 支 出 6,554,625 △ 5,065 6,549,560

1 建 設 改 良 費 2,340,252 △ 5,065 2,335,187

1 管 渠 事 業 費 1,084,111 △ 18,377 1,065,734 下水管渠事業費「1,004,611千円」を「970,334千円」に改め,鈴蘭
丘地区工事費を加え,公共桝新設事業費「79,500千円」を「95,400
千円」に改める。

2ポンプ場事業費 359,492 28,831 388,323 ポンプ場事業費「359,492千円」を「388,323千円」に改める。

汚水処理施設事業費「555,369千円」を「533,282千円」に，汚泥処
3処理場事業費 769,244 △ 15,519 753,725

理施設事業費「213,875千円」を「220,443千円」に改める。



令和元年度函館市公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 827,794

減価償却費 3,586,527

固定資産除却費 27,477

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,324

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,364

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 391

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 17

長期前受金戻入額 △ 2,150,149

受取利息及び配当金 △ 100

支払利息 816,253

小計 3,112,116

利息及び配当金の受取額 100

利息の支払額 △ 816,253

未払消費税等の増減額 92,676

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,388,639

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 2,217,577

無形固定資産の取得による支出 △ 117,610

長期貸付金の貸付による支出 △ 14,340

短期貸付金の返還による収入 12,122

国庫補助金等による収入 409,000

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 625,587

その他収入 49,064

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,253,754

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 2,990,900

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 4,200,033

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,209,133

　　資金増加額（又は減少額） △ 74,248

　　資金期首残高 2,601,205

　　資金期末残高 2,526,957

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）
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１　総　　　括
給 費

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

※（　　）内は再任用短時間勤務職員（外数）

手
当
等
の
内
訳

２　給料及び手当等の増減額の明細

△ 1,835 

（給料表の改定による退職手当への影響を含む）

184,018 
比 較

手　当　等 △ 1,835 退職手当の増減分  △ 1,835 
職員の変動及びその他の
減

△ 1,835 

区　　　分
増　 減 　額 増　減　事　由　別　内　訳

説　　　　明 備 考
（千円） （千円）

補 正 後 5,016 8,031 3,860 3,588 4,897 
4,495 129,041 54,977 補 正 前 5,016 8,031 3,860 3,588 4,897 9,339 51,956 37,859 

（千円） （千円）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
182,183 9,339 51,956 37,859 4,495 129,041 53,142 

寒 冷 地 時 間 外 期　　末 勤　　勉 児　　童
小　計

手  　当 手　　当
（千円） （千円） （千円） （千円）

管 理 職 扶　  養 住　  居 通　  勤

合 計 △ 1,835 △ 1,835 △ 1,835 

退 職 手 当 合　　　　計
区 分 手  　当 手  　当 手  　当 手  　当 手  　当 勤務手当 手  　当

比
　
　
　
較

損益勘定支弁職員 △ 1,835 △ 1,835 △ 1,835 

資本勘定支弁職員

前 合 計 222,064 184,018 406,082 74,308 480,390 
55 

正 資本勘定支弁職員 48,575 30,251 78,826 16,521 95,347 
13 

74,308 478,555 
55 

補 損益勘定支弁職員 173,489 153,767 327,256 

後 合 計 222,064 182,183 404,247 

57,787 385,043 
42 

補 損益勘定支弁職員 173,489 151,932 325,421 57,787 383,208 

30,251 78,826 16,521 95,347 
13 

42 

正 資本勘定支弁職員 48,575 

手 当 等 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

給　　与　　費　　補　　正　　明　　細　　書

職　員　数 与
法 定 福 利 費 合　　　　　計

区　　　　分 特別職 一般職 報　　酬 給　　料
（千円） （千円）
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令和元年度函館市公共下水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）

（令和 2年 3 月31日）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

千円

(1) 有 形 固 定 資 産 176,972,770

千円

減 価 償 却 累 計 額 △ 80,797,183 96,175,587

(2) 無 形 固 定 資 産 2,437,725

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 9,927

ロ 長 期 貸 付 金 8,437

投資その他の資産合計 18,364

千円

固 定 資 産 合 計 98,631,676

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 2,526,957

(2) 未 収 金 479,817

貸 倒 引 当 金 △ 17,515 462,302

(3) 短 期 貸 付 金 14,007

貸 倒 引 当 金 △ 759 13,248

(4) 他会計保管下水道使用料 20,040
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千円

流 動 資 産 合 計 3,022,547

資 産 合 計 101,654,223

負 債 の 部

3 固 定 負 債

千円

(1) 企 業 債 46,816,721

(2) 引 当 金

千円

イ 退 職 給 付 引 当 金 409,150

引 当 金 合 計 409,150

固 定 負 債 合 計 47,225,871

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債 4,250,516

(2) 未 払 金 923,923

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 23,568

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 4,757

引 当 金 合 計 28,325

(4) そ の 他 流 動 負 債 2,986

流 動 負 債 合 計 5,205,750

5 繰 延 収 益
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千円

長 期 前 受 金 85,985,241

収 益 化 累 計 額 △ 45,416,049

千円

繰 延 収 益 合 計 40,569,192

負 債 合 計 93,000,813

資 本 の 部

6 資 本 金 4,452,804

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金 1,288,113

(2) 利 益 剰 余 金

千円

イ 当年度未処分利益剰余金 2,912,493

利 益 剰 余 金 合 計 2,912,493

剰 余 金 合 計 4,200,606

資 本 合 計 8,653,410

負 債 資 本 合 計 101,654,223



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 　固定資産の減価償却の方法

(1)  有形固定資産

 　　 減価償却の方法　    定額法によっている。

　　　主な耐用年数　　　　建物      　　８～50年

　　　　　　　　　　　　　構築物      　７～50年

　　　　　　　　　　　　　機械及び装置　６～20年

(2)  無形固定資産

 　　 減価償却の方法　    定額法によっている。

　　　主な耐用年数　　　　地上権       　　 ５年

　　　　　　　　　　　　　施設利用権      　35年

2 　引当金の計上方法

(1)  貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権

　等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。

(2)  退職給付引当金

　 　　職員の退職手当の支給に備えるため，当年度における退職手当の期末要支給額に相当する金額を

　計上している（なお，一般会計が負担すると見込まれる額92,259千円を除く）。

(3)  賞与引当金および法定福利費引当金

　 　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ

　る支給（支出）見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上し

　ている（なお，一般会計が負担すると見込まれる額7,418千円を除く）。

3 　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)  消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜き方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表（当年度分）に関する注記

1 　企業債の償還に係る他会計の負担

　 　　　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還

　　予定のものも含む）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，18,185,432千円である。

個　別　注　記　表
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Ⅲ セグメント情報に関する注記

1 　報告セグメントの概要

　公共下水道事業会計は，公共下水道事業および特定環境保全公共下水道事業を運営しており，各事

業で運営方針等を決定していることから，この２つを報告セグメントとしている。

　なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

2 　報告セグメントごとの営業収益等

（単位：千円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　　減価償却費

 特定環境保全公共下水道事業以外の排水区域において

 下水を排除または処理する業務

 戸井地域の排水区域において下水を処理する業務

△ 509,755△ 40,408

特 定 環 境 保 全
公共下水道事業

5,314,623

5,824,378

50,8265,263,797

事　業　の　内　容事　業　区　分

公 共 下 水 道 事 業

特定環境保全公共下水道事業

3,586,52781,650

5,733,144

　令和元年度（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

公共下水道事業

23,2371,071,101

2,726,891

827,794

△ 469,347

合　　　計

91,234

98,927,332

3,504,877

1,094,338

93,000,8132,617,39890,383,415

101,654,223

　　他会計繰入金
    （収益的収入）

　　有形固定資産および
　　無形固定資産の増加額

7,139

△ 1,481,381△ 72,156△ 1,409,225

820,655
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Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

1 　リース会計に係る特例措置

 　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

  処理によっている。

2 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　１年以内　  5,313千円

　　１年超　　  7,350千円

　　　合計　　 12,663千円

Ⅴ その他の注記

1 　貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，債権の不納欠損による損失4,830千円を処理するため，貸倒引当金4,830千円を使

用する。

2 　退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　 　当年度において，退職手当として51,778千円を支給するため，退職給付引当金42,251千円（一般会

計が負担すると見込まれる額を除く）を使用する。

3 　賞与引当金および法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出のうち，前年度の負担

に属する額（12月から3月までの4か月分）として34,321千円を支給（支出）するため，賞与引当金お

よび法定福利費引当金28,556千円（一般会計が負担すると見込まれる額を除く）を使用する。
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